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第一生命保険株式会社（以下、「当社」という）は、「責任投資の基本方針」に基づき、以下

のとおりトランジション・ファイナンスに関する取組方針を定めます。 

 

１． トランジション・ファイナンスの目的 

当社におけるトランジション・ファイナンスは、脱炭素社会の実現に向けて自らのビジ

ネスモデル（保有する設備・技術等を含む）の変革を志す企業が、長期的な移行（以下、

「トランジション」という）戦略に則った温室効果ガス（以下、「GHG」という）排出

量削減の取組を行う場合に、そのための資金調達（特定の事業を対象とするプロジェク

ト・ファイナンス等を含む）を積極的に支援することを通じて、2050 年に向けた当社

運用ポートフォリオの GHG 排出量のネットゼロを達成するとともに、脱炭素社会の実

現に貢献することを目的とします。 

 

２． 取組方針 

（1） 社会全体の長期的なカーボンニュートラルの実現を優先した投資行動を選択します 

 トランジション・ファイナンスによる資金調達を実施する企業は GHG 多排出産

業に属する場合が多いと考えられることから、トランジション・ファイナンスに

取り組むことで、当社に割り当てられる GHG 排出量が一時的に増加し、当社が

掲げる運用ポートフォリオの GHG 排出量削減に関する中間目標の達成にネガ

ティブな影響を及ぼす可能性があります。しかしながら、社会全体で長期的にカ

ーボンニュートラルを達成するためには、GHG 多排出産業の低炭素化・脱炭素

化が不可欠であることから、当該産業に属する企業の適切なトランジションに資

する投資であるならば、当社が掲げる中間目標の達成への影響に関わらず、当該

トランジションの実現を優先して投資を実施します（※1）。 

（※1）当社は引き続き、GHG 排出量削減に関する中間目標の達成に向けて最大限の取組み

を行いつつ、上記方針の趣旨に鑑み、トランジション・ファイナンスへの投資にかかる割当排

出量を管理し、中間削減目標達成への影響度が相対的に大きいと判断される場合等には、その

内容を開示することとします。 

 

（2） 投資判断に際しては、トランジション・ファイナンスに関する国内外の主要な指針へ

準拠していることに加え、運用収益の確保の観点とともに、企業のトランジション戦略の

妥当性・実現可能性を独自に精査します 

 トランジション・ファイナンスにおいては、原則として、国際資本市場協会



（ICMA）の「クライメート・ トランジション・ファイナンス・ハンドブック」

で推奨されている４つの開示要素（※2）を充足すること、資金調達者が日本企

業である場合は、経済産業省が策定した「クライメート・トランジション・ファ

イナンスに関する基本指針」（※3）に準拠していることを前提とします。また、

外部評価機関から上記要素・指針等を充足・準拠している旨の評価を取得するこ

と、資金調達者が日本企業である場合は、経済産業省や国土交通省等が策定した

「トランジション・ファイナンス推進のためのロードマップ」（※3）に準拠して

いることが望ましいと考えています。 

 以上に加え、運用収益の確保の観点とともに、企業のトランジション戦略の妥当

性・実現可能性について、脱炭素に向けた経路に関する定量的な情報や国際的に

広く認知された気候変動関連シナリオ等も踏まえて独自に精査したうえで投資

判断を行うこととします。なお、企業が低炭素・脱炭素に向かう経路は、業種や

事業地域等によって当然異なることから、精査にあたっては、これらの企業毎の

特性を考慮します。 

（※2）要素１：資金調達者のクライメート・トランジション戦略とガバナンス、要

素２：ビジネスモデルにおける環境面のマテリアリティ、要素３：科学的根拠のある

クライメート・トランジション戦略（目標と経路を含む）、要素４：実施の透明性 

（※3）いずれの指針等についても最新のものを参照 

 

（3） 企業のトランジション戦略を精査する際に用いる判断基準については、トランジショ

ンを取り巻く外部環境や技術革新の状況等を踏まえて、継続的に見直しを行います 

 脱炭素社会の実現に向けてどのような経路が想定されるかは、脱炭素関連技術の

開発・実装・普及の動向や各国の政策に依拠する部分が多く、現時点において未

確定な事項も多くなっています。このような状況を踏まえ、当社が企業のトラン

ジション戦略の妥当性を精査する際に用いる判断基準については、トランジショ

ンを取り巻く外部環境や技術革新の状況等を踏まえて、継続的な見直しを図るこ

ととします。 

 

（4） トランジション・ファイナンスの具体的検討に際して得た知見をベースに、エンゲー

ジメントを通じて、企業のトランジション戦略の改善や取組みの実効性向上を促します 

 今後、トランジション・ファイナンスを具体的に検討していくなかで、企業のト

ランジション戦略のベストプラクティス事例の収集・分析などを通じて、当社と

しても知見の蓄積を図っていきます。また、投融資実行後においては、対象企業

のトランジション戦略の進捗状況を定期的に確認し、エンゲージメントにおいて

当社の気づきを積極的にフィードバックすることで、企業のトランジション戦略

の改善や取組みの実効性向上を促していきます。 

以上 


